
島根県健康福祉部 高齢者福祉課

地域包括ケア推進室
1

「しまねの地域包括ケア」ポータルサイト開設

企業向け若年性認知症実態調査

（若年性認知症と診断された従業員への
支援体制等に関する調査）



１．調査時期 令和元年5月10日～31日
２．調査対象 県内の事業所等 ５０３社

（5/1時点で島根県経営者協会の会員）

３．調査方法 島根県経営者協会を通じ
郵送による送付・回収

４．回答者 ２６０社
５．回答率 ５２％

2 調査概要

※島根県経営者協会：県内各地域の様々な規模の事業所が入会



3 調査概要

６．調査目的
 若年性認知症と診断された従業員の処遇や支援体
制等を把握

 今後の若年性認知症の就労支援を含む施策の検討

７．主な調査項目
① 若年認知症と診断された従業員の有無及び処遇に
関すること

② 若年性認知症が疑われる従業員への対応に関する
こと

③ 治療と仕事の両立支援体制及びその課題に関する
こと



4 回答いただいた事業所について

製造業

28%

非製造業

67%

未記入

5%

業種

業種
製造業 74社
非製造業 173

未記入 13

合計 260



5 回答いただいた事業所について

機械・金属

22%

鉄鋼

3%

繊維

3%

食料品

15%

電気製品

11%

窯業・土石

5%

木材・木製品

5%

印刷・出版

13%

紙パルプ

1%

その他製造業

22%

業種（製造業）

業種（製造業）
機械・金属 16社
鉄鋼 2

繊維 2

食料品 11

電気製品 8

窯業・土石 4

木材・木製品 4

印刷・出版 10

紙パルプ 1

その他製造業 16

合計 74



6 回答いただいた事業所について

卸・小売

17%

運輸・情報管理

7%

建設

20%

電気・ガス・水道

2%
金融・保険

6%

医療・福祉

9%

サービス

24%

その他非製造業

15%

業種（非製造業）

業種（非製造業）
卸・小売 30社
運輸・情報管理 11

建設 35

鉱業 0

電気・ガス・水道 4

金融・保険 11

医療・福祉 15

サービス 42

その他非製造業 25

合計 173



7 回答いただいた事業所について

０～２４人

28%

２５～４９人

20%
５０～９９人

15%

１００～１９

９人

16%

２００人～

16%

未記入

5%

従業員数
従業員数
０～２４人 73社
２５～４９人 53

５０～９９人 39

１００～１９９人 41
２００人～ 40

未記入 14

合計 260

 ５０人未満が半数を占める
 ０人～4,000人以上まで規模は様々



8 回答いただいた事業所について

有

46%
無

52%

未記入

2%

産業医の有無

産業医の有無
有 119社
無 136

未記入 5

合計 260



9 若年性認知症と診断された従業員の有無

有 3社
無 237

把握していない 21

合計 261

※重複回答あり

有

1%

無

91%

把握してい

ない

8%

若年性認知症と診断された従業員の有無



10 若年性認知症と診断された従業員のその後の処遇

１．これまで通り（担当業務の変更、仕事量の調整など特に行っていない）

２．配置替え、業務の変更を行った １人

３．休職・休業（以下、ａ、ｂもご記入ください）
ａ．配置替え・業務の変更の後、休職・休業
ｂ．配置替え・業務の変更はせず、休職・休業

４．退職（以下、ａ～ｃもご記入ください）
ａ．配置替え・業務の変更の後、退職
ｂ．配置替え・業務の変更の後、休職・休業を経て退職
ｃ．配置替えや業務の変更、休職・休業等はぜず、退職 ２人



11 若年性認知症と診断された従業員で
休職・休業、退職をした方について

休職・休業をした従業員
ａ．職場から休職・休業を勧めた
ｂ．本人から休職・休業を申し出た
ｃ．その他

退職した従業員
ａ．職場から退職を勧めた １人
ｂ．本人から退職を申し出た ２人（うち１人は配置換え後、定年退職）
ｃ．その他



12 若年性認知症と診断された従業員の処遇を
検討する際、関係機関と相談や連携をしたか

１．特に相談や連携はしていない
２．産業医と相談、連携した ３人
３．産業保健総合支援センターまたは両立支援推進員と連携した
４．ハローワークと連携した
５．障害者職業センターと連携した
６．市町村の福祉・介護担当課、地域包括支援センターと連携した １人
７．その他の連携した機関等 １人（主治医）



13 認知機能や判断能力、記憶力の低下などで仕事に支
障が生じるようになった従業員がいた場合の対応

※若年性認知症と診断されていない従業員で
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その他

産業保健総合支援センターなど社外の関係機関

に相談する

産業医に相談する

人事または健康管理担当者が本人と面接等行

い、状況を確認する

変化の原因を探るために受診を勧める

所属部署と連携し、気にかけながら様子をみる

所属部署の上司が本人と面接等行い、状況を確

認する

考えられる対応

うち実施された対応



14 若年性認知症を含む疾病を抱える従業員の
治療と仕事の両立を支援する体制について

64

3

13

24

91

143

151

0 20 40 60 80 100 120 140 160

支援体制は特にない

その他の仕組み

両立支援に関する検討の場（委員会やチーム等）

治療と仕事の両立支援に関する相談窓口（担当者）

の明確化

産業医との連携、相談

通院や体調等の状況に合わせた配慮の検討

本人の状況に応じた業務の変更や配置替えの検討

 定期受診、面接によるヒヤリング、仕事へ
の配慮、要望を聞く

 産業保健総合支援センターへの個別調整支
援依頼（本人希望の場合）

 医療機関に相談

 対象となる従業員がいない
 業務の性質上難しい（安全確保、接客
業のため）

 体制はないが個別に対応する



15 若年性認知症を含む疾病を抱える従業員の
就労継続にあたり、困難や課題と感じること

6

3

9

19

20

48

0 10 20 30 40 50 60

その他

賃金、待遇面

周囲の理解、体制づくり

経営的に厳しい、従業員が少なく調整が困難

業務の性質上、就労継続が困難

対応のノウハウがない、就労継続の判断が困難

１０５件の記入あり
（記述式）

主な項目で分類・集計



16 若年性認知症を含む疾病を抱える従業員の
就労継続にあたり、困難や課題と感じること

 若年性認知症の人への関わり方のノウハウがなく不安、本人及び周囲の安全確
保等

 医療機関と連携していくのが有用と思う。それが現実に可能かどうか不安。勤
務時間の短縮や業務の軽減は可能だし、必須のことと思う。本人との話し合い
が第一となる。

 プライベートなことではあるが、事務所として相談できる窓口が明確で、適切
なアドバイスをしていただける専門家とつながれるしくみが必要

 従来からの人手不足に伴い、認知症の社員への限定的な業務遂行が果たして行
えるかどうかという不安がある。（平素より従業員に多様な業務を行っても
らっている為） またデリケートな問題であるため、症状を把握していても、
本人への受診等のアプローチが難しいと感じる。

記述内容の一部を紹介



17 若年性認知症を含む疾病を抱える従業員の
就労継続にあたり、困難や課題と感じること

 就労継続へ向けての配慮はしたいと考えるが、業務内容等を鑑みると、現実的
には配慮や調整は困難と考えられる。

 勤務中の事故、ケガ等が心配。ミスは承知の上で勤めてもらいます。そもそも
軽度であれば問題ないが、進行していけば仕事に就くという事がムリではない
でしょうか。

 就労継続できるように配慮したいが、従業員数が少なく、業務上の配慮が困難

 症状に波があり、急に悪化し、休まざるをえない状況でも業務に差しつかえが
ないよう、在宅対応したり、他の者がサポートできる体制作り

 就労継続できるよう配慮したいが周りの他のスタッフの協力と理解が不可欠な
のでそこが難しいと思う

記述内容の一部を紹介



18 人事担当者または健康管理担当者向けの
若年性認知症に関する研修会の参加希望

参加したい 120社
参加しない 131

参加したい

48%参加しない

52%

研修会の参加希望



19 人事担当者または健康管理担当者向けの
若年性認知症に関する研修会の参加希望

5

19

46

72
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若年性認知症の従業員の有無にかかわらず、研修の

必要性を感じない

その他の理由

参加する余裕、時間がない

若年性認知症の従業員がいないので必要ない

研修会に参加しない理由

 対象となる従業員がいない
 他に優先事項がある、必要性を感じない
 事業所が医療機関のため
 まず資料を読みたい



20 若年性認知症支援コーデネーターによる
事業所内研修の希望

希望あり 14社
希望しない 236

未記入 10

希望あり

5%

希望しない

91%

未記入

4%

研修までは必要ないですが、若年性認知
症の発症件数、症状の発見方法等の知識
を得たいと思います。

今後お願いする可能性があります。
若年性認知症の講習があれば人事担当と
して参加したい。その後事業所は研修を
検討したい。

現在は該当社員がいないので必要性を感
じない。予習的に研修会などで勉強した
いとは思います。



21 まとめ

１．若年性認知症と診断された従業員の有無

 該当があった事業所は３社（３人）
 うち１人は配置替え・業務の変更後、定年
まで勤務された。

 ３社はいずれも産業医と相談、連携



22 まとめ

２．認知機能や判断能力、記憶力の低下などで
仕事に支障が生じるようになった従業員への対応

◆考えられる対応としては、次のものが多い
 所属部署の上司が本人と面接等を行い、
状況を確認する

 所属部署と連携し、気にかけながら様子
をみる

 変化の原因を探るために受診を進める
※ただ、実施済みの対応は少ない

◆「社外の関係機関に相談する」は少ない



23 まとめ

３．従業員の治療と仕事の両立を支援する体制

◆次の項目が多い
 本人の状況に応じた業務の変更や配置替え
の検討

 通院や体調等の状況に合わせた配慮の検討
 産業医との連携、相談

 一方で、「相談窓口（担当者）の明確化」
「検討の場」は少ない。

 「支援体制は特にない」が６４社あった。理
由は「対象となる従業員がいない」「業務の
性質上難しい」が多い



24 まとめ

４．疾病を抱える従業員の就労継続にあたり課
題や困難に感じること

 １０５件の記述あり→多くの担当者が課題に
感じていることがうかがえる

 次の項目が多い
 対応のノウハウがない、就労継続の判断が
困難

 業務の性質上、就労継続が困難
 経営的に厳しい、従業員が少なく調整が困
難



25 まとめ

５．研修会希望の有無

 人事担当者・健康管理担当者向けの研修は
半分程度が参加したい。

 若年性認知症支援コーディネーターによる
事業所内研修は１４社が希望あり。



26 今後に向けて

① 医療・介護・就労の関係者による「若年性
認知症自立支援ネットワーク会議」での検
討

② 若年性認知症支援コーディネーターによる
企業向け研修の実施

③ 関係者向けの研修や一般向けの啓発を継続
実施

⇒「関係機関（医療・介護・就労）との連携」
「本人・家族のニーズ把握」

による若年性認知症支援の充実
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